











































































































































































































































































































































































































































































































































































































急不況期 175,675 167,975 (△4.4） 177,898 135,720 (△23.7） 80,031 ７０，７１２ (△11.6） 第１次石油ショック 148,674 133,129 (△10.5） 156,349 150,222 (△3.9） ７１，２８８ 63,209 (△11.3） 第２次石油ショック 140,983 129,561 (△8.1） 137,272 １１３，０１９ (△17.7） ６１，６６４ 58,023 (△5.9） 円高不況 90,210 85,715 (△5.0） 117,732 118,284 （0.5） ５４，２０８ 51,989 (△4.1） バブル崩壊
(注）鉄鋼統計委員会（73～94）による。社外工は，作業と工事の請負労働者で
あり，本工とともに安全管理のための工数調査から算出した人数を示す。
カーの場合は工数レベルで本工と社外工はほぼ同数に近いほど社外工への
依存が大きくなっているわけだから，社外工中心の雇用削減は本工の雇用
保障に大きな効果を持っていた。ただし円高不況になると本工も８％減少
したが，社外工は18％も減少していた。だが，バブル崩壊期は，本工は５
％減に対し，社外工は逆にわずかながら増加している。バブル期間中にす
でに社外工は本工を上回り，社外工への依存を一段と深めていたが，それ
がバブル崩壊後より深化しているとみてよい。そのなかで，もともと本工
の職務だった仕事がますます社外工の職務に移管されたり，本工が出向や
転籍で社外企業に移動しているに違いない。
それに対し中小手メーカーの場合も，社外工の減少率がより大きい場合
が多いが，社外工依存率は３０％前後に止まるので，大手製鉄所とは異な
り，本工自体を雇用調整の対象に多数に繰り入れなければならないのであ
る。それにしても，円高不況も今回も，本工の減少率は大手の方が大幅に
なっている。大手メーカーの本格的なリストラ計画が実施されたのは円高
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不況以後であり，大手メーカーの雇用状況が構造的に変革されつつあるこ
とを示している。
しかも，今回のリストラでは生産労働者の雇用調整に止まらず，すでに
みた新日鉄を始め，ホワイトカラーの“聖域”も，ついに雇用調整の対象
になったのである。図１は，ある大手メーカーの研究開発部門におけるリ
エンジニアリングのプランを示している。これは人事管理担当者が人件費
の一律20～30％カットにもとづいて作成したものだが，それによると，
研究職も削減されることになった。そのために，(1)多能化とそれにもとづ
く機動的配置，(2)研究補助的なコンピュータ処理の外注化，(3)データ解析
などの子会社などへの外注化などが行われることになっている。さらに，
ブルーカラー待遇の技能職も，(1)管理の統合による効率向上，(2)多能化と
図１研究開発部門のリエンジニアリング
↑
業
務
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ド
業務量→
①：試験効果の向上（一元管理）
②：要員効率の向上（多能化・機動化）
③：試験・実験のスピードアップ（支援システムの強化）
④：作業の外注化（定型試験，実験準備）
⑤：高度業務の外注化（コンピュータ処理など）
⑥：子会社などの活用（試験・実験・解析）
研究職（企画・解析）②
研究補
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機動的配置，(3)試験や実験のスピードアップ，(4)定型試験や実験準備など
の外注化によって削減されることになる（小林，９４，９５)。
この原案が労働組合などによってそのまま受け入れられれば，内部労働
市場の長期雇用は絶対的にも相対的にも縮小し，外部労働市場における専
門職や社外工への依存を拡大することになるだろう。ということは，鉄鋼
大企業の雇用構造をそれだけ流動化させ，これまでのような企業グループ
全体として保障されてきた終身雇用を縮小させることを意味するはずで
ある。
(2)ホワイトカラーの雇用・給与調整
このような研究職の削減も含め，とくに中高年を中心としたホワイトカ
ラーの雇用調整が行われつつあるのが，今回のリストラの大きな特徴であ
る。なにしろ官営時代からの伝統を留める古典的な大産業だけに，ブルー
カラーとの身分差も大きく，だからこそ“聖域，’だったのであり，要員の
適正化や合理化が遅れたまま，バブル期の多数採用が今日の深刻な事態を
招いている，といってよい。
そうはいっても，ホワイトカラーの適正人員が把握しにくいことも否定
できない。それに対しブルーカラーの場合は，設備の稼働条件や仕事量や
要員の能力などが設定できれば，その適正人員も積み上げやすい（小林，
95)。だが，ホワイトカラーの場合はそうはいかない。人数が多くいれば
いるだけ，仕事も創出され，余計な仕事も含めてそれなりに木目の細かな
仕事が行われることになる。だが，今曰のリストラでは，前述のような利
益回復のための一般管理・販売費比率が割りだされ，ホワイトカラーの人
件費総額を１人当り人件費で割り，適正人員が算出されたのだろう。
だが，事務部門でのヒアリングによると，こうして割りだされた適正人
員によってどれだけの仕事ができるかはやってみなければわからない，と
いうことである。やってみて，必要ならば省力化投資や職務の見直しなど
を事後的に検討するような手法を採らざるを得ない，というのである。
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それにしても今回のリストラでは，前述のような本社機構の縮小を始め
として，設備の集約化などによって部課などの管理組織の縮減が進められ
ている。それに応じてとくに中高年のホワイトカラーのポストが削減され
ている。すでに従来から大手各社では，６０歳までの定年延長にもかかわ
らず，５５歳で従来どおり親会社の役職を離れ，おもに関連会社などに出
向していた。それが今日のリストラでは５０歳から多数の管理職が関連会
社に‘`天下り”するように，いわば“役職定年・出向”の年齢がより若く
なっている。
こうした中間管理職の割には，経営者である役員の削減は意外に少数に
止まっているようである。それはのちにも問題にするように，縦割の担当
役員制が維持されているからかも知れない。だが，前述のように製品種類
別などに経営の分権化が進められれば，担当役員制も必要がなくなるので
はないか。そうなれば，従来のように担当役員を中心とする木目の細かな
介入が行われないことになる。そうすると，情報収集・分析・データ作
成・会議準備などの職務は本社から製品別セクターに移行することにな
り，とくに本社のスタッフの数は削減されるだろう。そこで本社に残され
た役員の機能として，本来の経営トップの構想力・指導力・調整力などが
問われ，分権化した品種・部門などの経営力・管理力が問題になるのだ
ろう。
さらに前述のような品種別などの組織再編成は，マーケット・インよろ
しく営業主導で進められるので，大手各社とも営業職の削減はほとんど考
えられていない。ホワイトカラーのなかの新しい“聖域，，になるのかも知
れない。だが，生産部門でのヒアリングによれば，より早く正確にユー
ザーのオーダーを直接入手したい，ということである。そのためにオー
ダーリング・システムなどの情報システムの改革が必要であろう。また，
系列商社などへの押し付け出荷なども改革されねばならない。
それに関連して「商社委託システムを自社処理などに切り替え｣，「商習
'慣の刷新によるコスト刷新」についても提言されている（長井，９４)。そ
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れによって3.5％などと固定している口銭も弾力化されるべきだろう。ま
た，総合商社のプロジェクト開発力などへの依存も，自社開発力に転換し
なくてはならないだろう。そうでもなければ営業職の雇用を保障する意味
がない。
要は先の研究職などとともに，分権化などによるホワイトカラーの能力
向上・多能化と効率化が要請されているわけだが，共通の課題となってい
るのが会議時間の短縮である。ヒアリングによると，会議の目的は，(1)周
知徹底，(2)志気向上，(3)審議・討議などに分類され，現実には(1)と(3)など
の折衷型がとくに多いようである。また，こうした会議のための資料作り
も大きな負担になっているということである。それに対しある電炉メー
カーでは，もともと少数の役員や管理職などがＰＣを駆使し，会議時間を
半減させたケースも報告されている。
こうした労働時間の短縮では，とくに残業規制がきびしくなっている。
とくに所定時間外の会議の中止，必要性の低い教育訓練のための残業中
止，翌日に廻せる職務の繰り越し，残業を発生させないような年休の取得
などが著しくなっている。その結果，ブルーカラーも含めて月平均１人当
り２０時間以上にも達していた超過時間が５～６時間以下に短縮されてい
る。なにしろ１時間の残業カットでも，全社合計では何億円に達する企業
が多いから，相当大きな人件費削減になる，とみてよい。
こうした人件費削減の課題では，すでにみた出向の場合の出向先給与と
の差額負担の問題がある。前述のように出向移籍ともなれば差額負担はな
くなるが，６０歳まで勤続した場合の給与総額と移籍先との差額が退職金
に上乗せされる事例もみられる。それでも社宅などの福利厚生費の負担は
削減される。さらに転職奨励政策として，４０歳代以降の１年間の転職休
業が制度化されている企業があり，それなりの効果を発揮している。この
制度は転職のために１年間の有給休暇を与え，中高年従業員の転職準備と
転職を促進している。
このような人件費総額の削減では，前述のような管理職の削減がより大
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きな効果を発揮しているだろう。それに関連して，つぎのような職能資格
制度の改革にも注目しておく必要がある。それはいくつかの企業の似たよ
うな事例だが，それまでとくにホワイトカラーは役職昇進しなければその
処遇は大きく上昇しなかった。ところが大卒の採用が増え，ポスト不足に
陥ると，職能資格別に上昇する制度に改革された。同期昇進を維持するた
めである。だが，とくに円高不況後，部長格や課長格などという職能資格
別処遇による人件費総額の増大に耐え難くなり，今回のリストラでは再び
ラインの役職昇進優位に改革されつつある。しかも役職昇進の基準も，こ
れまでのバランスのとれた調整能力重視から，問題発見・解決能力重視に
転換されつつある。この転換によって年功型の昇進や給与決定もまた変革
されつつあることは想像しやすいところだろう。
5．労使の対応と今後の課題
(1)労働組合のリストラへの対応
これまでみてきた経営者主導のリストラ計画に対して労働組合側はいか
に対応してきているか。
鉄鋼業の労働組合組織は，とくに大手メーカーの場合，本社や製鉄所な
どの事業所組合を単位としている。そして，それらの単位組合が企業別に
連合組織を結成しているが，リストラへの対応はこの連合組織が中心と
なって進めてきている。それらの上部団体が鉄鋼労連であるが，この産別
組織はとくに石油ショック以後，労使協力の方針を確立し，各企業連や単
位組合が経営参加を深めることによって強くなる労働組合の交渉力，いわ
ば参加交渉力を発揮している，とみてよい。
ある大手企業連の対応では，基本的にリストラ計画を承認し，とくに
｢複合経営の推進｣，つまり脱鉄鋼化を含む経営の多角化によって組合員の
雇用保障をできるだけ確保しつつ，「組合員を始め社員が誇りと活力の発
揮できる企業へと再構築を図っていくこと」を経営協議会や団体交渉を通
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して申し入れている。
より具体的な申し入れ事項についてまとめてみておこう。(1)品種・事業
別グループ戦略による収益拡大，(2)円高是正などのための企業の対応，（３）
組織・業務改革のなかでの「個々人が生き甲斐・働き甲斐が感じられる人
事・処遇制度の確立｣，(4)出向先で出向者の技能・経験が生かされるよう
な対応，(5)関連会社への「転出」条件の明確化移籍者の意向の尊重，５５
歳以上の高齢者に対する一定期間の試行，移籍後の年次有給休暇に対して
これまでの勤続年数を加味する。
要するに，リストラを基本的に受け入れ，そのうえで「経営施策全般に
ついて引き続きチェックを行いつつ｣，企業グループとしての雇用確保の
もとで「従業員の選択肢」を拡大させようとしている。出向や移籍による
組合員の減少に対しては，とくにホワイトカラーを中心として組合員の範
囲の拡大などについて早急に検討する，ということである。
(2)労使の今後の課題
労働組合側が主張するように経営改革などを「チェック」するとなる
と，さまざまな問題が浮かび上がってくる。なかでも重要なのは，大手各
社が進めている「小さな本社」と分権化などを含む経営体制の改革であろ
う。この点については，すでにつぎのように批判されている（平沼，
94)。これまでの経営トップは単なる「調整役」に過ぎず，縦割りのセク
ト主義のもとで「経営戦略を指揮するリーダーがいない｣，だから環境変
化への対応が遅く，「赤字に追い込まれないと抜本的な構造対応が進まな
い｣，ということである。こうした事態を企業別労働組合がいかに変革
し，相も変わらぬ高度成長型の横並び企業行動のステロタイプをいかに改
革できるか，それだけのチェック機能や提案能力が発揮できるかどうか問
われるだろう。
とくに大手組合について，まず内部的に「働き甲斐が感じられる人事。
処遇制度の確立」を主張するならば，例えば係長昇進にみられるホワイト
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カラー３０歳過ぎ，ブルーカラー５０歳前後という昇進格差などをいかに変
革するかが問われる。さらに外部的には，大手からの出向や転籍によっ
て，それらを受け入れる関連会社では，バンピング型の玉突きのような雇
用調整が発生している実態をいかにみるか（北大，９５)。このように企業
グループ規模に拡大している内部労働市場に対する労働組合の組織対応が
問われる。この点については，産業別組織である鉄鋼労連なども見過して
いることはできないはずである。
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